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地割慣行地 にお・け る土地利用
一 長野県須坂市相之島の場合一一
江 波 戸 昭
は じめに
わが国の落葉果樹主産地の一角を形成す る長野盆地において,第2次 大戦後
の農地改革に伴 う商品生産の展開,そ れにつづ く高度成長期 を通 じて土地利用
が どのように変化 し,そ れが農家階層間の動向とどの ようにからみあって きた
か,そ の一つの典型 を示す ものとして,地 割慣行地を耕地の主体 としてきた須
坂市相之島についての調査 をとりまとめたのがこの報告である。
まず最初に,現 在,全 国的にみて も屈指の多品 目果樹産地に成長 した須坂市
の昭和史を三期に区分 して概観 しておこう。
① 戦前の蚕糸業全盛期。畑作での商品生産は,ご く一部に導入されていた
リンゴを除 き,ほ とん どが養蚕であ った。工業 もそれを基盤にした製糸業が中
心で,従 業員ユ00人以上の工場は片倉 田中製糸所,昭 栄須坂工場(い ずれ も500
人弱)を はじめ,5工 場 ともが製糸工場であった(1939年)。
② 第2次 大戦中から戦後へかけての変動期。戦時中の食糧増産 政 策 に よ
り,桑畑は減少し,麦 ・雑穀畑が増加 したが,終 戦直後の果樹 ブーム ・農産 物
の売手市場の時期に,北 に接する小布施村(現 在は町)か らの出作 りも加わ っ
て,急 速に リンゴ園化が進展 し,果 樹地帯へ と移行 した。一方,工 業面では,
戦時中の企業整備に よる遊休施設の利用 を目的 として,片 倉跡に疎開して きた
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富 士通 信機(1942年)が戦後 もその まま残留 し,こ の地の機械工業展開の布石
とな った。.
③ 高度成 長期以降の果樹経営多角化 と兼業花 の進展期。昭和30年代以降,
経 済の高度成長に伴 って,こ の地の基 幹工場 としての富士通は工場 その ものの
規模 を拡大 す るとともに,下 請工場 の整備 を進め,さ らに納屋 工場の育成 から
内職 に至 る広汎な ピラミッ ド的生産組織 をこの地 に形成 してい った。 こうした
なかで,外 来従業員 に対す る住宅団地が点 々と造成 され,ま た専業農家の卓越
してい たこの地域 で も兼業化が進 む ようにな った。それ らに伴 って地価 は上昇
し,農 外収入にみ あ うほ どの労働報酬 を目指 しての経 営の合理化,加 えて激化
す る産地間の市場競合 と消費者の嗜好性の変化 に対応 すべ く,リ ンゴの新品種
導入 が進め られ る一方,年 間の労働配分の均一化および価格変動や災害に よる
収益性の変動への対処 もあ って,ブ ドウ,モ モ,オ ウ トウ,ネ クタ リン等各種
の果樹導入 が急 激に浸透 してい った。
.従来,国 光 ・紅玉 を主体 としていた リンゴ栽培は,第3期 に入 り大型防除機
と してのSSが 共同で導入 され る頃 か ら,.ス ターキyグ やデ リシ ャス系の もの
が入 りだ し,'さらに1970年代に入 って か らは,フ ジ,ム ツな どが続 々とと りい
れ られ るよ うにな った。 それで も,1970年には まだ,・作付面積で紅 玉36%,国
光33%と 両者 で70%ほ どを占めてい たが,1976年には この両者で21%と急減
し,代 わ ってフ ジ38%,デ リシ ャス系23%とな ってい る。・この聞,リ ンゴは全
体 として漸 減 しつつあ ったの に対 し,最 も増加率の高いの が ブ ドウで,作 付面
積 で1970年の65haか ら1976年の2i4haへと急増 をみてい る。 ブ ドウの作付
の95%ほどは高級 品種 としての巨峰で,ビ ニールハ ウスに よる早 出 しを含め,
須 坂市 か ら中野市 にかけての この地域 一帯 が,京 浜市場での主導権 まで を握 っ
て今 日に至 ってい る。
以上の ような新 品 目ない し新品種 導入 の動 きのなかで,、長 野盆地全体 にわた
って地域的特化 がかな りみ られ るよ うに な った。た とえばゼ リンゴ単一地域,
リンゴ ・モモ複合地域,リ ン,ゴ・ブ ドウ ・モモ複合地域 とい った各種の組合 わ
(1)
せ に よる営 農類型 が,1集落 ご とに明瞭 に現われ るよう にな ってい る。'、
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われわれは,そ の須坂市の なかから,千 曲川右岸の河川敷に旧来か ら'この周
辺で最大規模 の地割慣行地 を維持 し,そ れに よる制約の下で果樹 園化 を進 め,
現在 リンゴ ・モモ複合地域の一角 を形成す るに至 った相之島地区 をどりあげ,
1976年以来,現 地調査 をつづけて きた。 この地 を選定 した視点は次の とお'りで
ある。,.}
1)歴史的にみて,割 地制度の変遷 と土地利用の変化との関連。どくにその
間の商品生産 としての養蚕 ・果樹の導入に伴 う私有地への分割の進展 と農民の
階層分化の過程について,さ らに最近の経営内容の変化に際して各階層の対応
の状況を把握すること。
2)最近の割替地における割 り替えの実情 とその方向性。割替地tjは大 きく
いって4地 区が現存 しているが,そ れぞれの地区での分割期間,分 割方法,土
地利用状況などが異なっているうえ,権 利の譲渡 ・貸借などがさまざまに入 り
乱れていそ,実 態はまことにつかみがたい ものがある。それらについてで きる
だけ整理 し,可能な範囲で地図化をも試みること。,
なお,相 之島については;す でに古島敏雄らの農地改革の過程に至るまでの
詳細な調査報告・書があるので,本 稿ではなるべ くそれとの重複 を避 け,同改革
(2)
後 の 時 点 を 中 心 に扱 う こ と とす る。
注
(1)青 木広安:長 野盆 地に おける果樹 農業の変容 『薪地理』24巻4号,1977
(2)古 島敏雄 編:割 地制度 と農地 改革1953,東大 出版会
この 他,こ の地の割 地制 度にふれ た論文 と して次 の ものがあ る6
市川 健夫:千 曲川沿岸 の地 割慣 行地の土地割 につい て(第 一報)『 信 濃』4巻
12号,1951













































































































































































































































































































































































































鰍 凡 認rご彗 斤 堤 防





1980年の総 世帯数は127戸,559人であ り,農 家率はなお73%を占めてい る。
この20年間にわた り,総 世帯数 はほ とん ど変化 な く,農 家数は60年代 に9戸,
70年代前半に6戸 と減少をみているが,そ の減少率は低 く,70年代後半は動 き
がない(表1)。.
専兼別および経営規模別農家数の変化は表2'・3に示すとおりである。専業































































0.3ha未満 0.3～0.5 0.5～1.0 1.0^ゴ1.5 1.5～2.0 2.Oha以上 計
1
1947 14 7 58 27 5 1 103
1950 20 7 37 29 6 1 109
ユ960 ユ6 11 47 29 3 一 108
1970 13 9 53 ・21' 2 1 99
'■ ・ タ,.
1975 9 15 .,..↓ .46. 20. 一三2 ,・ 1・ 93
-`.・ i.〉 '. ・
1980 9 15 451 14 9 1 93















客年 「農業 セ ンサス」 に よる。
業16.6%,第2種兼業67,0%)とほぼ同 じであ る。規模別には,農 地改革 によ
る中農層への収鋲,最 近の0、3～O、5ha層と1.5ha以上層への分解傾向が示
されてい るパ共有地持株 と結びついたその内容につい ては後 述す る。
耕地面積の変化は,表4に み られ るように,現 在6割 まで が果樹園 とな って
お り',総農家の95%にあた る88戸が多少 とも果樹 園 を経営 してい る。果樹栽培
、の中心は リンゴで あ り,そ の面積は30.2haと果樹園の70%を 占め,つ いで
モモが12.2haで28%と高いカミ,ブ ドウはわずかO.9haにす ぎない。昔か ら
「本 田」と呼ばれて きた私有地 に存在す る水田は,集 落の東部か ら南部に かけ
て細長 く存在 してい るが(後 掲図2～5参 照),70年代に'1;kいり減反政策の推
進 とともに果樹への転換がめだつ ようにな ゲてい る。
耕地の主体は千 曲川の河川敷にあた る旧来の割替地 区,'通称 「共有地」にあ
り,農 地改革に よりその6割 ほ どが私有地化 されたが,残 余の部分はなお割替
地 として残存 してい る。
なお,1970～75年の耕地減少は,1970年から造成 された市営北相之島 団 地








形態が確立 されたのは文政3(1820)年の ことで,同 年の 「明細記録帳」に5
(2)
年 ごとの棟割 とす ることが記載 されてい る。
すでに当時 から,株 の移動 は行 なわれていたよ うであるが,と くに幕末に至
り,商 品生産 としての養蚕が登場 し,共 有の堤外地に永年作物 としての クワが
植 えられ るようにな って,桑 園に限 って5年 の割替 えを延長す るとともに,株
の集中 を進めて きた上層農家は蚕種業に力 をいれ るようにな った。
明治以降 も割替制度 を持続 してきたこの地区は,前 述の ように耕地の大部分
が共有地であ り,「 本 田」の9割 近 くが水田であ ったため,リ ンゴの導入にあ
た っては,本 田の畑 を所有す る若干の上層農 に限定 され,周 辺の一帯 に比べて
著 しい立遅れがみ られた。割地制度 を基盤 と した村落構造の保守性 ・停滞性が
示 され るところで ある。1937年に至 って ようや く,新 堤防 と旧堤防 とに挟 まれ
た西勝配地籍の共有地約8haを 集団化 して リンゴ園 とした。そのため,従 来
の共有地における土地割は最大で1株 当 り300坪とされてい たのが,1株500
坪の集団地 を生むこととなり,株の所有者51戸中,養 蚕を主体とする農家や蚕
(3)
種業者な ど16戸を除いた農家が リンゴを栽培 しうるようにな つた・ とはい～し・
農家の半数 を占め る無株層 に とってはこの変革 も無縁の ものであ り,相 之島が
(4)
旧豊洲村に おいて リンゴ作付率で最低の集落で あることに も変わ りなか った。
しか し,こ の ような クワ,リ ンゴとい った永年作物の導入 を契機 と して,従 来
(5)
の割替制度の原則が部分的にせよ崩されつっあったことは注 目してよい。
農地改革を迎える時点で相之島の総耕地面積は86ha,その うち 共 有 地 は
'(6)
59ha余で約70%,畑 では56ha中 の53haと95%ま で を占めていた。林野
を含め ると約90haにおよぶ共有地(1部 国有地 を含む)は,登 記上 からす る
と 「44株割地」(48名共有),「17株割地」(14名),「3株割地」(5名,い ずれ
も1932年現在)の3地 区に分 け られてい るが,後2者 は堤内地にあ って,多 く
が大株主の 自作地 として割替えは行なわれず,実 質的にはすでに 「本 田」化 し
(7)
ていた。面積的には両者合わせて も3.6haにす ぎず,改 革の過程で もこの部
分 は別途に扱われた。
改革その ものめ過程につい ては,ま さにその進行の さな かに調査にはい り,
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いわゆる 「教授案」なる具体的な改革案 まで提示 して地元農民と接触 しつづけ
た古島敏雄らの前掲報告書(と くに第3章)に くわしいので,こ こではその結
果 のみを記すにとどめる。
自作農創設特別措置法では 「新開墾地,焼 畑,切 替畑等収穫の著しく低い農
地,そ の他命令で定める農地で,市 町村農地委員会が政府において買収す るこ
とを不相当と認めるもの」については買収から除外 して もよい(第5条8号)
とされてお り,地割慣行地については 「その他命令の定める農地」に該当する









5)2)の ように団体有地 としてでな く,申 し出買収によって一 括 買 収 す
る。





2・ 旧堤の線より外は,不 安定地の取扱い をなし,共有地制度および地割
慣行制度を継続する。




1・ 一括買収 を行な った地域の売渡 しはel.区画整理 を行 ない,、集団化 およ
び機会均等のための交換分合,農 道水路等の改修後個人 に売渡 す。ただ
し保有限度内の貸付地 は,地 主の保有の権利 を保証 じ,売 戻 しの便法 を
講ず る。..『`,1.
2・ 権利の売渡 し(不 安定地)は;1相之島部落に居住を有 し,現 に3反 歩
以上の耕地 を有す るが,共 有地の権利 を所有 しない もので,農 地委員会
が適 当と認 めた者に4分 の1株 を売渡す。1
この決定 に基づいて1948年7月2日に新堤内の買収が行なわれ,っ ついて旧
堤内および限度 を超 える権利 表5共 有地株数別農家の変化.・
の買収が行なわれた・その結 い 鮪
果,従 来 ま った く株 を も って
い な か った 農 家37戸 も 自作 地







%)の 多数は 自作農ない し自
'小作農へ と上昇 した。・
面積上 からみ る と,17株
割,3株 割 まで を含 めて,表
6にみ るよ うに,全 体 として
従来の4割 ほ どに減少 し,不
安定地の うち耕地9ha余,


























1946・50は古 島編 著P・49・P・227による 。1977
'は き き と り'-S
*46年の 持 株 区 分 は1/4以上1/2未満 ,1/2〔1,1
N2 ,2～4
表c6農 地改革前後の共有地面積比較 、(反)


























(4)1947年8月1日 の 臨時農 業 セ ンサ スの結果 に よれば,相 之 島の畑地面 積に対 す
る リンゴ作付率 は18・6%で,旧豊 洲村の他集落 平均32・6%に比 べて一 段 と低
い 。な お,ク ワに つい て も同 じ く13.oo/oおよび16.0%でやや下 まわ ってい る。
(古島編P.69)
(5)「割 替の期 間は実 際行われ た もの 若 干例につい て見 る と,水 田は5年,畑 は麦
畑 以外は大抵10年(聴 取に よる),麦 畑は裏河 原(D.例で も7年,10年,12年 と
な ってい る ように,以 前 は5年 標 準で あ ったが次第に延 びて きて最 近は10年位
の ものが多 くな ってい る。桑園 も10年前 後の もの が20年にな り最 近で は30年の
もの も現れ た。 リンゴ園は30年で ある。」(古島編PP.51～2,一部省略)と 記
されてい るご と くで ある。現況に つい ては後述 す る。
(6)8.1セ ンサ ス を もとに した試算の数値 で ある。古 島編PP.41～2参照。
(7)同 上P.44
(8)須 坂市 史(1981)PP.836～7
な お,こ の 過程 につい ては古島編 に も くわ しい 。
共有地の現況
現存す る相 之島の地割慣行地(共 有地)は,図1の とお りであ る。旧堤外地
に位置す るこの44株割34.4haの土地は,大 き くい っ一戸ic四つの地区,'すなわ
ち向島地 区,団 地割地区,百 坪割地区,開 墾地 区に分 けられてい る。
南東部 にあたる向島地 区は1931年に割替 えられ たところで あるが,20年と規
定 された割替え期間 をとうに過 ぎてい なが ら,そ の ままに存続 されてお り,モ
モと リンゴをは じめ とす る各種 の果樹 が作付 の主体 とな ってい る。
主 として北部に存在す る団地 割 と呼ばれ る地区は,1961年に割替え られて以
後,.15年の割替 え期間 を5年 延長 して,1980年11Aに割替えが実施 された。 こ
の地区は,桃 団地,桑 団地,疏 菜団地の3地 区に分散 して お り,本 来は名の と
おりの酬 団雛 繊 レていたのだへ 雛 クワは擁 醜 ほと呉 蝉 通
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51(1976)年に原野 を開墾 して造成 された.ものである○この地 区は,先 述の団
地割の割替期間 を5年 延長するに際 して,団 地割の割出地 を含 めて.い わば代
替地 として配分 された。果樹園 と普通畑 として利用 されてい る。
以上4地 区を合わせた共有地は土地酷 台1表17類 地細 晒 積(19761
よしひろ ト 　
帳(1976)によると,三 木恋論外87名の名義
とな って お り,面 積は表7の とお りで,農 地
改革直後の数値(表6)と 比べて,開 墾に よ








第二条 須坂市大字相之島上河原七二ニ ノー ,一 反七畝二十渉外の土地 を四十四株割共
有地と言 う。









一.協議員 十二名 但 し総代共























































昭和四十八年 月 日 決議決定
一14_
注(1)モ モが最 盛期 にあ った ため,総 会 決議の上,特 例 と して割替 え を延期 していた
この団 地は,1980年11月に モモ をその ま まに して割替 えが行 なわれ た。割 替 え
後の 抜根は 自由 と され た ところ,80年産の モモの値 が悪 か ったこ と もあ って,
2軒 目分(12a×2)ほどが その まま とされた他はす べて抜根 され,媛 化 リンゴ
が跡地 に栽 植 されてい る。
土地利用の変貌
農地改革後の土地利用の変化 をみ るにあた り,ま ず,そ の原点 として明治39
(1906)年の状況 を見ていただ こ う。 図2は 当時の村 図に基づいて作成 した も
のであ る。 まだ千 曲川の大堤防 もな く,川 の流れ にまかせ きりの,常 習水 害地
当時の有様 が示 されてい る。残念 なが ら原 図に畑 につい ての内わけ が な い た
め,桑 園 と普通畑 との区分は不明で あるが,幕 末 か らすでに作付 がみ られ るよ
うにな った クワと,根 菜類 を中心 とした野菜畑が主であ った と思われ る。
農地改革後,1957年の土地 利用は図3に み るご と くで ある。桑園の名残 りは
堤外地 に集 中 してお り,こ れに対 し,果 樹園は堤 内地に多 く堤外地にはまだ少
ない。 この時点での果樹 は リンゴであ る。
相 之島に おける リンゴの導入については,先 にふれた ように,1937年に西勝
配地籍の約8haに 団地が造成 された ものの,共 有地については クワ以外の永
年作物の作付 けは禁止 され てお り,周 辺集落 に比べ てその普及はかな り立遅れ
ていた。農地改革に より,旧 堤 内地は西勝配の リンゴ団地 を含めて一括買収 さ
れ,個 人 に売渡 され るこ ととな ったが,そ の14ha分 については1948年に相
之島耕地整理組合が結成 され,1950年の整理完 了後私有地 として分割 されたた
め,そ れ とともに リンゴが全階層 にわた って急速 に普及 ・展 開をみ るようにな
った。 当時の リンゴに対す る需要増,価 格の有不渡 もさることなが ら,割 地制
度 がいかに果樹の普及 を妨 げて きたか を如実 に示 してい る。
さらに12年を経過 した1969年の状況 を示 したのが図4で ある。 この時期 に至
り,桑園はい っそ う減少 し,果樹園が増大 してい ることがよみ とれ る。堤外地


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































果樹栽培の面でこの間の大 きな変化は,長 野盆地 に共通 した現象であ るとい
えるが,そ れ までほぼ リンゴ単作で あ った ところに,補 完作物 としてのモモが
導入 されたこ とで あ る。 と くに1959年の台風 に よる リンゴの甚大 な被 害 を直接
の契機 とし,単 一う経営の リスクの回避,、労働 力の分散,成 木 までの期 間が短い
ことな どを考慮 して,相 之 島で もモモが急速 な普及 をみ るよ うにな った。ただ
し,旧 「本 田」の地区については,な お水稲 が主体であ って,こ れ を畑地に転
換 して果樹 園化す る例 は少 な く,多 くは堤外地の桑園 ・普通畑 か らの転換であ
った6
南部の村山との境界に近い団地割の地区に普通畑 と桑園が目立つが・これは
1961年の割替えの折,こ の一帯が疏菜団地 と桑団地とに指定 された ものの名残
りであり,本来,他 の作物の作付が認められなかったためである。
さて,1976年現在の土地利用は図5に み られるとおりとなった。桑園は完全
に消滅 し,普通畑 も団地割から開墾地にかけての一角の集団を除いて,点 々と
散在するにとどまり,堤の内外 を通 じてほ とんどが果樹園化 して しまつた○さ
らに稲作転換 の動 きも加わ って,「 本田」の水 田に も果樹 園の進 出が かな りみ
られ るようにな ってい る。 ・
果樹の品 目につい てみ ると,モ モは先述の よ うに60年代に急増 をみ,70年ご
ろにはす っか りその地位 が確立 されたが,そ れ と同時に70年ごろからい っそう
の多品 目化 が進み,オ ウ トウ,ネ クタ リン,ブ ドウ,ク リな ども共有地に作付
をみ るようにな った。 その状況 を現地調査に よって記入 したのが図6で ある。
北部の モモ団地は,名 の とお りモモの集団栽培地 とな ったが,以 南の地区は リ
ンゴ,モ モを中心に,こ れ ら各種の新興果樹 お よび普通畑が混在 し,割 地地 区







2)養 蚕 ・野菜+リ ンゴ型,
3)リ ンゴ+養 蚕 ・野菜型
4)'リンゴ ・モモ十野菜型
'5)リ
ツ ゴ ・モモ ・その他 の果樹+野 菜型
1)は 幕末 から昭和初年 までにあた る。図2に み られ るよ うに,堤 外地は原
野 と畑で あ り;養 蚕が さかんで:蚕 種 問屋 も活躍 していた。
2)は 昭和恐慌以降第2次 大戦期 までで ある。1931年の 「割換帳」 に よ6
と,向 島地区の三つの団地の うち二つ までが桑畑割 とな ってお り,残 る一つは
雑穀割で あ った(後 述)。一方,大 正末期に導入 された リンゴは,、:ζの期には
い って上位株主層 に普及 して商品生産化 し,先 述 した よう.に1937年には団地造
成 をもみ るに至 った。 ・ ・_∴ 、",・:,
.3りは戦後 から1960年ごろにあたる6作 付統制の廃止に よ り,ま た農地改革
に よる配分の結果,リ ンゴが従来 の クワに代わ って基幹作 目へ と躍 り出る。・た
だ し・・桑 園 も1960年の時点でなお1・8麺 が残存 しズ お り(表4)・19興 年O,
「団地別割替帳」にcl;ると14戸が 「桑 の部」 を担当 していたことがわかる。J
4)は エ960年代 か ら70年代初頭にかけての時期で,こ の間にモモが急増 をみ
るδ同 じく1961年の 1「割替帳」に よると,49戸の農家力}'「桃の部」 を形成 し
てお りぷ共有地 における果樹の作付規制 が事実上完全に消滅 した ことを示 して
恒 るポ団地割の[角 に 「桑 の部」 として・ さらに割出地の一部 をも共有桑園 と
して設定 されていた桑園は,1970年には・0・2haドな り,1976年には皆無 とな
らて しま った6:r' .L'・`一'`一.-
1--5)'は以後の落葉雑果樹導入期でi,同時 に」 ンゴの品種転換も急速に進んで
い る。 とりわけ,1976年に新規に開い た開墾地区には,.綾化.リンゴ をはpめ,
(1)
各種の新品 目,新 品種が作付 されてい る。
冬期 を通 じて一貫 してい えるのは,地 割慣行地 とい う制約 か らして,永 年作
物 の新品 目や新品種の導入 が周辺地区に比cs"てやや遅い:ことisそして常に1年
生作物 としての野菜 がかな りの比重を 占めr(いるこJEであ ろうbl野菜の品 目已
しては,相 変わ らず,ゴ ボ ウ,ナ ガ イモなどの根 菜類が主体 となつて い るまこ
_28_
う した野菜類が共有地 に多いのは,割 地制度下では永年作物 が導入 しに くか っ
たこ とと並んで,そ の耕 作地 が狭少で分散 してい ることに も由来す る。最 大の
割地で も現在,株 当 り面積は13aであ り,最 少 の ものは百坪割とい うとお り,◆
約3aに す ぎない。 しか も共有地耕作農家の約半数は1f4株しかもた ない ため,
最 大で も3a余,最 小で は1a弱 とな って しまう。これでは現実的にみて も野
菜程度 しか栽培で きない し,果 樹 を植えたと して も園 とはいえず,数 本 が散在
す.る程度 にな って しま う。い ずれ これ らの共有地 も,整 地 ・交換分合の上,私







っぎに,共 有地の各地区(図1参 照)ご とに,そ の割替えの現状 と土地利用
につい て まとめてみ よう。
1)向 島地 区1931年10月の 「向島畑割旗振」に よると,「 甲 ノ割 百五十
活 乙ノ割 二蹄 丙ノ割 甦+坪 」となっそおり鋼 年1明9昨 相之
く





但 シ雑穀畑 二乗植付 ノ場合ハ前例 二依ル事1
-一.作 毛取払期 日ハ本年十二月 中ノ事,翌 年迄据置希望 ノ者 ハ直接新地主 ト
交渉 ノ専




























































































































































































甲一番,乙 十七番,丙 三十六番 三木虎茂
以下44養すべ てについてこの形式で記 されてい る。 なお,当 時の株主 は59名
であ づた。区画は 甲 ・丙(150坪)の 場合で,ほ ぼ縦30～42間,横3～5間 と
な ってお り,他 に割 出地 も存在 していた。
その後,現 在 に至 るまで,上 の と りきめに もかかわ らず,割 替 えは行 なわれ
てい ない。 この間,農 地改革に よって,耕 作権利者は大幅 に交替す ることにな
った ものの,実 際 には株の放出のみが行なわれ,土 地の耕作その ものは従前の
ままに維持 されて しまった。 したが って,上 位株主で小作に出 していた部分に
つい てぱ,か っての小作人がその まま現在 まで耕作 をつづけてい る例 も多い硫
その結果,こ の団地にっいては,持 株上の面積 と実際の耕作面積 とがまづた く
乖離 し,し か も甲 ・乙 ・丙 と細分 されてい るため,"ど こが 自分の土地で ある
か もわ からない"と い ったところが少 な くない 有様 で ある。
現在 の土地利用 は,ク ウは まった く,雑 穀 もほ とん どな く,甲 ・乙 ・丙 とも
に リンゴ,モ モを中心に,一 部に ク リや野菜な どがみ られ るところであ る。
2)団 地割地区1961年4月14日付の 「団地割替帳」の割替決議事項には次
の ような記載がみ られ る。
1.割 替期間は15年とす る(昭 和50年末 迄)、1
但 レ 大災害 その他 やむを得 ない事 由の生 じた場合は,総 会の意志にな
り変更す ることが出来 る。
2.大 団地は,団 地別の主 旨を守 り,そ の団地内の統制に服 すること。
但 し,大 多数の意見が作物の転換 を望む時は,総 会 に諮 り決す るところ
にす る。 ∵
3.小 割地は普 通畑 とす る。
尚,耕 地又耕地外 にある特定の杭,石 柱等は,現 位置 を動 かさない こと。
この地区の割地は,先 述の よ うに,桃 団地,桑 団地,疏 菜団地の三つに分け
られてい る。,∴ ド
まず,桃 団地は1980年末 の割替時 までモモが栽培されていた。栽培農家数は
49戸,面積 は約324aで1株 当 りは12aで ある。 この団地の場合は,1株 所
一31,一一
有者 が!4人,3/4株3人,1/2株11人,1/4株2i人とな つてい る。・
桑 団地は現在,リ ンゴや モモな どの果樹園 と野菜畑 とに変わ って しまってい
る。196i年の割替時には持株 に関係 ない共 同桑 園 までが存在 したの だ ったが,
年 とともに桑園は減少 し,1975年まで残 ってい た最後の1戸 も養 蚕 をやめて し
ま つた。
決議事項では,こ の地区にはクワ以外の もの を作付 しない よう指示 され て1ま
い るものの,但 し書 きに よ り,総 会に諮 って転用 を進めてい ったので ある。共
同桑 園につい ては改めて44棟割に割替え をしたため,こ の地区は相之島最小g)
割替地 となった。転用後 は野菜畑 とな り,開 墾地区の ・"51年割"に 際 して,ζ
の部分 も同時に割替 え られ た。桑 団地の株主 は14戸,1株 が2人,i/2株2人,
1/4株10人で}i株の合計は51/2となってい るb・'一 ・、
疏菜団地について も,割 替 えの翌年 あた りか ら早:くも但 し書き を利用 してピ
野菜 か ら リンゴへの転作 が始 まり,現 在では野菜畑が なお車体 なが ら・果樹が
かな りはい りこんでい る。栽培農家は24戸であ り,工 株 が5人,3/4株・1人・悔
株5人,1/4株13人で,・桃 団地に比べ て上位株層が少な い。野菜畑は1/描眉 の耕
作地に多 く残 ってい るの がみ られ る。
以上の団地割 の3地 区は,決 議に よ り1975年末に割替え られ るこ とにな って
い たが,共 同桑園 を除い た地区は,1'リンゴやモモの導入 が進んでい るため,さ
らに5年 間延長 された。割替えに よ って生ず る各種のい ざこざ一 永年作物の
品 目や品種栽植年限のずれ,:普通畑 との交替,抜 根,・育苗な ど一 をとりあえ
ず回避 しま うとい う意 向からとみ られる。
3)百 坪割地区1971年12月の 「上河原村山界長百坪割割替帳」によ ると,
次の よ うに記載 されてい る。.'「.
'割替基準 垣 ・'● 、 ●、 ∴
1.'面積 ハ百坪 トスル
(ママ)
2.二 十 六 番,二 十 七 番 ヲ 除 キ 立 テ ニ 十 三 間,横 四 間 三 尺 ・.
"3
.道 巾 ハ,中 央 道 八 尺'(元 七 尺)ト ス ルs-一 一1・'㌧d"
∵4il二 千 六 番 ハ 底 辺 北 十 聞 ノ'三角 形v-i、11'∵'∵:t 、 『∵'・,`
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5.創 始 メハ中央八尺農道 ノ北西es-一番 カ ラ北側二十六番迄,南 八二十七番
ヨ リ東 カラ西 へ四十 四番迄
6.四 十五番 ハ,入 札畑 トシ百五坪
7.割 替ハ,昭 和五十六年 十一月迄 デ十 ケ年 トスル(入 札畑 モ同 ジ)
以上株主総会 二於 テ決定 セ リ
昭和四十六年十一月役員出席,界 杭打 スル
共有者は86人で44株,1株 所有が21人,3/4株4人,1/2株19人,1/4株42人とな
、ってい る。 この地区では作付の規制はみ られ ないが,小 割地で あ り,レ か も零
細 株所 有者が多いため,野 菜程度 しか作付で きない状況である。、 ・
4)開i墾地 区1976年に新 しく荒地 を開墾 した地 区で,1961年の団地割地区
の割替の時点 に生 じた割 出地20数ヵ所 および旧共 同桑園 とともに分割 され た。
面 積的には1株 当 りエ3aで,共 有地の 中では最大の割地である。 団地割の割替
に よる収入の低下 を防 ぐための措置 として,団 地割の期間 を5年 延長 し,そ の
聞 にこの地 区での永年作物の成長 をは かるとい う目論見で,と りあえずの代替
i地として配分 した もので ある。 当初の1976年には新規造成地 とiして野菜類が多
く作付され たが,翌77年 かちは リンゴ,モ 痴な どの果樹 がかな り新植 されてい
るρ
なお,「 共有地小作台帳」には,、相之島株主外掛作者21人で約50a,他部落
耕作者21人で175aの記載がみ られ る。 後者の場合・!雨勝の村山の農家が多 く
iio人を占めている。これ ら耕作者は農地改革前からの共有地の耕作者℃ 改革
後 もその耕作権を既得権 として耕作 をつづけているものである。小作料は株主
iの場合が坪10円,それ以外は20円とされてお り1株主は持株分に応 じて小作料

























































































































































































「1975年農 業セ ンザ ス」 お よび 「共有 地小作料 台帳 」(1977)による。一 部 き きと り
に よ り補足 ・ …
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ってい ることを検出 しうる。昔から"共 有地の株は 「本 田」 より魅 力がある"
といわれてきた とお り,農 地改革に よる一応の均分化はあ ったにせ よ,な お株
数 に基づ くところの農家の階層性 は,果 樹 を中心 とした経営内容には っきりと
した差異 を生 じさせてい るのである。
1977年度の 「共有地小作料台帳」に よると,株 を所有す る農家数は81戸で,
75年農業 セ ンサス時の農家数93戸の87%にあた る。 その株数別内わけは表8に
み られ るとお りで,経 営規模別にみた階層 とも,当 然の こととはいえ,き わめ
て よく一致 してい る。 また,専 兼別にみて も,上 位持株層 に専業農家が比較的
多 く,1/4株ない し無株層では第2種 兼業農家が卓越 してい るこ とがわか る。 な
お,非 農家で株 をもっ ものが4戸(1/2株1戸,1/4株3戸)あって株主総数は85
戸 となる。
同義 から持株階層別に地 目別経 営内容 をみ る と,そ の差はい っそ う明瞭にな
る。すなわ ち,無 株層のすべ てにわた っての零細性 を別 とす ると,持 株層のな
かでは水田の所有面積はあま り変わ りな く,各 層 とも飯米 自給程度の20～30a
ほ どを経営 してい ることがわかる。 ところが果樹 園 となると1/,～1/2株層の平均
30～40aに対 し,3/4～1株層では65～70aと約2倍 とい う開 きがみ られ るの
である。
この点 をさらに詳細 に,1975年農業 センサ ス個票に ききと りを加えて作成 し
た図7に よって検討 してみ よう。
現在の1株 層農家の多 くは,農 地改革前 からの1株 以上の持株層で,い わば
地 主的性格 をそなえるものである。現在の専業 農家率はそれ ほど高 くは な い
が,1戸 当 り平均の耕地面積は1haを 越 え,以 前 からの上層農家 が多いだけ
に 「本 田」での水 田所有 も相対的に大 きい。果樹 については リンゴが主体で,
すべ ての農家が作付 してお り,モ モは栽培 してい ない農家 も5戸 み られ る。
3/4株層はわずか3戸 で,そ の うちの1戸 は第2種 兼業で 自転車店 を経営 して
い る。経営的には1株 層 とほぼ同 じで果樹園率が高 く,1戸 は水 田 をすでに所
有せず,1970年前後に ブ ドウ園に転換 してい る ところに特色がみ られ る。
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面積 ともに1～3k株階層に比 して一段 と小さくなる。第2種 兼業農家が過半を
占めている。
V4株層は農家数38と最大であ り,農地改革前の小作層で改革時に株を得た も
のが多 く,現 在 も第2種 兼業農家が8割 を占めている。1ha以 上経営の農家
が6戸 を数えるが,そ の うち4戸 までが専業農家である。水田は1株 層なみに
所有 してい るものの,果 樹園面積でははるかに小 さく,と くにモモの面積が相
対的にも少ないところに,株 数に由来する経営上の余裕のなさが示されている
といえ よ・う。',
無株層は12戸を数 えるが,経 営耕地の多 くを借入地で こなしてい る特殊 な1
戸 を除いて,す べ てが第2種 兼業農家で ある。株 を持 たないため,共 有地内で
は割出地 などを耕作 してお り,水 田を持たない者 も5戸 を数 える。 「:
むすび
千曲川沿岸の地割1貫行地 としその相之島をとりあげ,と くに農地改革後の土






これはひとえに,耕 地の大部分をこの一帯に確保 していた上位株主層が,買 収
によってその経済的基盤を崩されるのを嫌 っての反対によるものであづたとい
える。残存 した共有地にっいては,上 位株主層の1株 以上の持株の解放のみに
とどまった。
現存する共有地は大 きく4地区に分かれ,そ れぞれ割替え期間は異なってい
る。へ作 目も本来は地区によって使い分けられていたが,リ ンゴをはじめとす る
果樹作の甑 とともに・いずれの地区も力喋 樹へ?傾 斜を強め・土地利用上の
差異ぱあまりな くな って きてい るq
.永年作物 としての果樹を主作物 とし,.割替期間が延長 されるようになって,
-39-、
事実上,共 有地の私有地的性格が強まってはいるものの,こ の地区の配分面積
は1株 あた り3～13aにすぎず,耕 地の分散 ・狭小性が生産力の上昇」特定品
目の産地形成 を妨げていることは否めない,か つての堤内地と同様,近 い将来
において,現 存する共有地 も.区画整理 ・交換分合の上,私 有地として分割され
る:ものと推測しう.るところである。:.'∵ 、.
、いずれにせ よゴ、ヴ部に株の解放があった とはいえ,農 地改革後 も上位株主層
が経営上の優位 を保 ちつづけピ農民階層聞の格差力;いっ.そう開いてきているこ
とは明らかである。上位層はその経営面積の相対的に広大なことから,果樹の
導入は早 く,最近の品目 ・品種の多角化に際 しても積極的に取組んでいるが,
下位株主層や無株層はその余裕をもたず,果 樹作・.ましてやその多角化などに
は不向きで,そ の多 くは第2種 兼業化してしまっているのである。 ・:
ことに最近の高接 ぎの普及による品種更改の簡易化とともに,生 産農家ごと





情報 を得られれ1.3",gら市場 を選択 して収益を増大できることなどの理由鑓
るが,そ れとともに,上層専業農家が自ら生産 した優良品種を他の劣弱品 とこ
(1)る't
み にさ、れ るの を嫌 っての ことで もあ った。
、こう、した出荷体制 をめ ぐっての矛盾に もその一端が示されているように,相
之島の果樹栽培農家における株所有を基盤 とする階層差は,.今後,進 展すると
み られ る共有地の分割 をも加えてい っそ う開いてい くもの と予測 され るところ
で ある。 ・ ・
注
i(1)そ の後・・98・年に農難 造改善撲 で共選所が新設 れ調 轍 のフジから,
ブ ドウを除 くすぺての果樹が共選共同出荷体制をとるように戻 った。
〔付記〕 本報告は本来,長 い間現地で共同調査をつづけてきた小川俊一氏(明大 ・文 ・
・地理卒 〔杉並都税事務所勤務)と私との共同執筆とすべき性格の ものである。残念な
一.40一
がら小川氏が本論集の執筆権者でないため,同氏の御快諾を得て,こ こでは私の単記
で掲載させていただくことをお断りしてお く。
なお,調査にあたっては青木広安氏(小布施町立栗ケ丘小教諭)の諸般にわたって
の御尽力を得た。また各年度の相之島区長はじめ,地元の多 くの方々,市役所統計担
当官の御協力を得たことに対 し心からの謝意を表 したい。
本研究には明治大学人文科学研究所研究費の一部を利用した。
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